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米国労働省が1月8日に発表した12月の雇用統計は、市場予想を下回る結果となりました。
非農業部門雇用者数は前月比-14.0万人と市場予想（+5.0万人）を大幅に下回りました。前月分は

+33.6万人（速報値+24.5万人）に上方修正されました。12月は新型コロナウイルスが深刻な問題と
なった2020年4月以降、8か月ぶりのマイナスとなり、新型コロナウイルス感染再拡大に伴い、これま
で改善が続いてきた雇用情勢にブレーキがかかりました。
業種別では娯楽・接客業が前月比-49.8万人（前月+7.5万人）と大幅に減少したほか、教育・保険業、

政府部門も減少した一方で、専門職・ビジネスサービス業は同+16.1万人（同+8.8万人）、小売業は同
+12.1万人（同-2.1万人）と増加し、業種により明暗が分かれました。
失業率は前月から横ばいの6.7％と、市場予想（6.8％）を上回る改善となりました。
平均時給は前月比+0.8％と市場予想+0.2％を大きく上回りました。

2021年1月12日号

～12月の米雇用統計について～
結果概要

8日の米国株式市場は続伸しました。
米国株式市場は、12月の米雇用統計が市場予想を下回る結果となり、新型コロナウィルス感染再

拡大に伴う雇用情勢の悪化が懸念されたものの、民主党政権による追加経済対策への期待が相場
を支え、NYダウは前日比+0.18%、S&P500は+0.55％、ナスダック総合指数は+1.03％となり、主要
3指数が揃って過去最高値を更新する動きとなりました。
米国債券市場は、米雇用統計の悪化で大型の追加経済対策が実施されれば、国債増発につなが

るとの見方から売られ、10年国債利回りは前日比+0.03％の1.11％程度で引けました。
米ドル/円は、米雇用統計が低調な結果となったことを受けてドル売りが先行したものの、米長期金

利の上昇による日米金利差拡大を意識したドル買いが優勢となり、前日比10銭程度の円安・ドル高
で取引を終えました。
原油先物市場は、主要産油国が5日に合意した協調減産の維持を好感する流れが続いたほか、大

型の追加経済対策によって景気回復によるエネルギー需要が高まるとの期待から、WTI先物2月限
は前日比+2.77％と上昇しました。

市場の反応

米10年国債利回りの推移NYダウの推移(ドル)

（期間）2019/12/31～2021/1/8  （出所）Bloomberg
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20/7 20/8 20/9 20/10 20/11 20/12

176.1 149.3 71.1 65.4 33.6 -14.0

鉱工業部門 6.6 5.3 9.7 11.7 6.7 9.3

建設業 3.1 2.4 3.5 7.2 2.9 5.1

製造業 4.1 3.0 6.0 4.3 3.5 3.8

資源・鉱業 -0.6 -0.1 0.2 0.2 0.3 0.4

サービス部門 146.0 97.5 83.3 80.8 35.0 -18.8

卸売業 -1.9 1.2 3.3 0.9 1.2 2.5

小売業 25.4 26.1 1.5 10.0 -2.1 12.1

輸送・倉庫業 4.8 8.6 4.4 6.6 12.8 4.7

情報 -1.1 2.3 5.3 -1.6 0.2 -0.1

金融 1.5 2.8 3.7 3.0 1.6 1.2

専門・ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ業 16.2 18.4 12.7 24.5 8.8 16.1

人材派遣業 12.6 10.2 2.5 12.6 4.2 6.8

教育・保険業 21.9 17.5 6.0 6.5 4.4 -3.1

娯楽・接客業 63.3 13.8 41.3 26.5 7.5 -49.8

その他 3.4 -3.3 2.6 -8.1 -3.5 -9.1

政府部門 23.5 46.5 -21.9 -27.1 -8.1 -4.5
　

10.2 8.4 7.8 6.9 6.7 6.7

4.6 4.6 4.7 4.4 4.4 5.1

非農業部門

失業率(%)

平均時給（前年比、%）

　

Daily Report（号外）

新型コロナウイルスの感染者増加に歯止めがきかない状況から、雇用回復が一時的に失速する結
果となりました。
米国ではワクチン接種の拒絶などによりワクチン普及が遅れていることで、新型コロナウイルス対

策として都市封鎖といった抑制措置を取らざるを得ない状況となっており、米国の経済活動の停止が
余儀なくされています。今後もワクチン普及状況や感染拡大の状況次第で、雇用回復の停滞が数か
月間続く可能性もあり、注意が必要です。
一方で、米ジョージア州で5日に行われた連邦議会上院2議席の決選投票で民主党が2議席共に勝

利したことで、民主党が上院の主導権を握ることとなり、上下両院で多数派を確保する「トリプルブ
ルー」となったことから、追加の経済対策案の成立期待が一段と高まっており、株式市場は調整を交
えながらも底堅い展開が続くと見ています。

評価・今後の見通し

出所：米国労働省（ご参考） 主要業種別雇用者数増減（前月比・万人）

（ご参考） 非農業部門雇用者数増減と失業率の推移

（出所）Bloomberg（期間）2007年1月～2020年12月
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